
内訳

事業費　① 2,438 6,556 2,879 6,950 合計 2,878,987 円
委託料 2,878,987 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 2,438 6,556 2,879 6,950

職員人件費　② 2,345 2,326 2,315 2,322

総事業費（①＋②） 4,783 8,882 5,194 9,272

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0
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Ｎ
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計
　
画
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Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 都市環境

基本

（

施策 市街地・住環境
施

平

策体系
施策の内容 市街

成

地の整備・改善

目
　
　

３
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　用地取得を伴う

０

各事業において、分筆

年

等の

主
た
る
内
容

〇登記

度

事務（分筆等）
登記事

評

務、用地測量及び鑑定

価

評価等が必要に 〇鑑定

）

評価
なった際に対応す

刈

る。 〇用地測量
〇物件

谷

調査

位
置
づ
け

関連計画

市

 

根拠法令 不動産登記

事

法

対象者 事業者 事業期

務

間 ～

実施方法 □直営　

事

■委託　□指定管理　

業

□補助・助成　□その

評

他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実

）

　
績

２８年度実績 ２９

会

年度実績 ３０年度実績

計

３１年度計画

・鑑定評

名

価　2件 ・登記事務　

担

 3件 ・登記事務　3

当

件 ・登記事務　2件
・

部

用地測量　1件 ・鑑定

建

評価　11件 ・鑑定評

設

価　1件 ・鑑定評価　

部

2件
・物件調査　1件

一

・用地測量　 3件 ・

般

物件調査　2件 ・用地

会

測量　2件
・物件調査

計

　 1件 ・物件調査　

登

2件

　高度で専門性が

記

必要とされる鑑定評価

事

や物件調査を行い、用

務

地取得を推進すること

等

ができた。

成果

　地権

委

者の権利意識の高まり

託

等により、用地購入に

事

あたり不動産鑑定を求

業

められる事案が増え、

担

事業費の増加が懸念さ

当

れ

る。
課題

指標名称（

課

単位）
実績値 目標値
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８年度 ２９年度 ３０年

地

度 ３１年度 ３年度

活動

対

指標
活動
指標

　比較検

策

証に適さない事業のた

課

め実施せず。
他市との

款

比較検証

項 目 担当係 用地第

Ｃ
　
事
　
業

２

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

係

円
２８年度 ２９年度 ３

8

０年度 ３１年度 ３０年

1

度

（決算） （決算） （

1

決算） （予算） 事業費


